予算要求資料
平成30年度9月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費
	事業名　工業技術研究所開発研究費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　工業技術研究所　　電話番号：0575-22-0147
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　：c23112@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　補正要求額  510千円　（現計予算額　7,073千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	7,073
	0
	0
	0
	0
	0
	2,273
	0
	4,800

	補　正

要求額
	510
	0
	0
	0
	0
	0
	510
	0
	0

	決定額
	510
	0
	0
	0
	0
	0
	510
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
企業・産業界のニーズに応えるために、金属材料の加工技術・処理技術、製品の計測・品質管理に関する研究に加え、複合材料の加工技術・製品開発に関する研究を行うことにより、機械金属産業をはじめとした県内のモノづくり産業全体の高度化と新分野進出を支援する。

（２）事業内容

地域の中小企業が直面している身近な技術的問題を取り上げ、その解決のため、地域密着型研究として研究開発を実施している。平成30年度は当初８課題を設定し実施しているところであるが、県内企業の要望に機動的・即応的に対応するため、新たに２課題について、科学技術振興機構が公募する外部資金の活用や産学官共同研究への発展により、研究費の上乗せを図る。
【外部資金の応募により新規に追加する研究課題】 １課題
・Fe-Al接合法を用いた輸送分野及び各種機械部品の軽量化による省エネ実現
【産学官共同研究への発展により増額する研究課題】 １課題
・鋳物の高品質化、品質管理技術に関する研究
（３）県負担・補助率の考え方

県費事業での効果の更なる進展や応用の推進を図るために、目的に合った公募型の研究費等の外部資金の導入に努める。
（４）類似事業の有無
無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	250
	業務旅費

	需用費
	720
	消耗品費

	委託料
	△540
	試験治具外注費　

	負担金
	  80
	学会等参加費

	合計
	510
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県商工労働部研究推進方針で定めている「県民・県内企業のニーズに応える研究開発の推進」に基づき研究を行います。金属材料の加工技術・処理技術、製品の計測・品質管理に関する研究に加え、複合材料の加工技術・製品開発に関する研究を行うことにより、機械金属産業をはじめとした県内のモノづくり産業全体の高度化と新分野進出を支援します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進


	
	3件

（H26）
	5件

（H27）
	3件

（H28）
	3件

（H30）
	

	外部資金の導入
	
	8件

（H26）
	9件

（H27）
	5件
（H28）
	3件

（H30）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　業種別懇談会（機械、金属、複合材料）を開催し、関連業界の関係者からニーズや課題に関する意見交換を行うとともに、企業等ニーズ調査・巡回技術支援による地域企業への訪問や、技術相談・依頼試験での対応により、企業のニーズや課題などの情報収集と把握に努め、それらを基に研究課題を策定しています。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　企業との共同研究の実施や、共同での外部資金への応募などを行うとともに、企業のニーズを反映した研究を実施しています。また、研究成果発表会の実施や研究報告書の発行などを通じて、研究成果を広報し技術普及に努めています。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	県内の企業は中小規模が多く、単独では首尾一貫した研究開発を実施することが難しい状況です。したがって、県が企業のニーズを反映した研究開発を主導して実施することは、県内産業の支援、育成の観点から大きな意義があります。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	目的に合った公募型の研究費等の外部資金導入に努めており、外部機関にも評価される有用な研究課題を行っています。また、研究で培った技術は、研究発表会等での普及や技術相談、各種技術支援の実施に反映されています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	企業ニーズとのマッチングを基本に、製造工程ごとの技術分野や最新技術等から研究課題を選定しています。職員の人的パワーに基づく担当配置や、得意分野を有する大学、企業等を含めた研究実施体制の構築を考慮しながら、効率的に研究を行っています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
成果の普及については、研究成果発表会の開催や学会参加による研究発表、展示会への出展など広報に努めていますが、引き続き、企業で活用できる成果を提供していく必要があります。また、業界から求められる技術の多様化・高度化に対応するために、技術職員の資質向上を目的とした人材育成を積極的に行っていく必要があります。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

引き続き、ものづくりマザー機能の強化を図るため、機械金属分野の研究開発を実施するとともに、ＣＦＲＰなどの成長産業も対象分野とした研究開発を実施していきます。


